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５５  将将来来ににわわたたるる財財政政負負担担のの状状況況  

（１）地方債現在高 

 地方債の平成 27 年度末現在高は 246 億円増加（＋1.2％）し、2 兆 695 億円となりました。

なお、臨時財政対策債を除いた地方債残高は 46 億円減少（▲0.4％）し、1 兆 854 億円とな

りました。 
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地方債現在高と標準財政規模に対する地方債現在高の割合の推移 

臨時財政対策債を除く地方債現在高 臨時財政対策債現在高 地方債現在高／標準財政規模 

（億円） 
（％） 

標準財政規模に対する地方債現在高の割合 
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地方債の借入額と公債費の推移 

借入額 公債費 地方債／歳入総額 

（％） （億円） 

歳入に占める地方債の割合 

－用語解説－ 
標準財政規模 
 地方公共団体の標準的な状態で通常収入されるであろう経常的一般財源の規模を示すもので、標準税収入額等に普通交付
税、臨時財政対策債発行可能額を加算した額をいいます。 

臨時財政対策債 
 地方一般財源の不足に対処するために特例として発行される地方債で、地方交付税制度にて標準的に保障されるべき地方一
般財源の規模を基本に、団体ごとの発行可能額が算定されます。 


